
契約検証チームによる点検件数

  新たな随意契約の案件について
契約検証チームによる点検を実施
した。

　結果として、会計規程における
「随意契約によることができる事
由」との整合性や、より競争性の
ある調達手続の実施の可否の観点
から点検を受け、公正性・透明性
を確保できた。

　点検した案件は以下の３件。

・情報システムセキュリティ強化
対策一式
・統合システム保守一式
・オンライン教員研修システムの
保守及びクラウドサービス利用一
式

　随意契約に当たっては、契約の
相手方が一者しかあり得ないの
か、引き続き検証チームにより、
厳格に検証していくこととする。

内部監査の実施結果

　業務監査及び会計監査を、書面
監査、実地監査により実施した。
　特に、会計監査については、他
法人の監査員を加えて実施した。

　結果として、業務運営及び会計
処理について、適法性、妥当性、
業務の簡素化、合理化の観点から
の助言が参考になった。

・平成２７年１１月～１２月に業
務監査を実施。

・平成２７年１２月に会計監査を
実施。

　今年度に引き続き、他法人の監
査員を加え、違った観点から、ま
た、より専門的な観点から監査す
ることとする。

前年度比単価・経費の節減額

　国立特別支援教育総合研究所、
国立青少年教育振興機構、国立女
性教育会館及び本センターの４法
人で、物品の共同調達を実施し
た。
　また、筑波大学外６機関で物品
の共同調達を実施した。

　結果として、経費の節減が図ら
れた。

　経費の節減額は以下のとおり
で、成果があったものと考える。

・ドッチファイル：前年度比で年
間５万円程度の経費節減
・蛍光管：平成２５年度比で年間
８万円程度の経費節減
・コピー用紙：前年度比で年間１
８万円程度の経費節減
・トイレットペーパー：前年度比
で年間１万円程度の経費節減

　共同調達を引き続き実施し、４
法人においては、平成２９年度か
ら新たに電気供給契約及びデジタ
ル複合機の賃貸借契約を共同で実
施する予定。

　「事業部基幹研修課における労
働者派遣」について、複数年契約
（３年）を実施した。

　結果として、経費の節減が図ら
れた。

　経費の節減額は以下のとおり
で、成果があったものと考える。

労働者派遣：前年度比で年間６万
円程度の経費節減

　ガスの調達契約について、平成
２８年１２月より大口契約による
複数年契約を実施する予定。
　また、施設の維持管理・運営業
務について、平成２９年度より民
間競争入札による複数年（４年）
契約を実施する予定。

一者応札件数割合：１０％未満

　予定価格の金額に応じた競争参
加資格要件の緩和を行ったほか、
従前からの公告期間の延長（１０
日以上→２０日以上）を実施し
た。
　また、会場借上げ契約の際の仕
様条件の変更及び緩和を行った。

　結果として、一者応札の件数割
合は増加した。

　一者応札の件数割合は増加し
た。

平成26年度：3件/52件（ 5.8％）
平成27年度：9件/75件（12.0％）

　特に、今後も予定される会場借
上げ契約に当たっては、事前の会
場調査を十分に行うとともに、仕
様作成の担当と一者応札改善策に
ついて共有を図っていくこととす
る。
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